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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第17期
第２四半期
累計期間

第18期
第２四半期連結
累計期間

第17期
第２四半期
会計期間

第18期
第２四半期連結
会計期間

第17期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    ９月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    ９月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (千円) 1,493,1761,673,702677,637 857,4513,516,751

経常損失（△） (千円) △ 124,348△ 137,054△ 22,215△ 82,815 △8,059

四半期(当期)純損失
（△）

(千円) △ 141,659△ 183,433△ 47,360△ 97,456△43,857

純資産額 (千円) － － 923,618 837,9871,021,421

総資産額 (千円) 　－ 　－ 4,455,1714,138,0514,562,460

１株当たり純資産額 (円) － － 81,161 73,636 89,755

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △ 12,448△ 16,118△ 4,161 △ 8,563 △3,853

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 20.7 20.2 22.4

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 182,360△ 186,222 － － 472,927

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 20,322△ 16,964 － － △ 29,891

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 97,202△ 259,768 － － △ 280,891

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) － － 794,445 428,799 891,754

従業員数 (名) － － 50 94 59

(注)１ 前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成してい

るため、第17期第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間は記載せず、第17期第２四半期会計期間及

び第２四半期累計期間に係る提出会社の経営指標等を記載しております。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がなく、また、第17期第２四半期及び第

18期第２四半期、第17期は１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 94

(注)　臨時従業員の平均雇用人員は、臨時従業員総数が従業員数の100分の10未満のため記載を省略しておりま

す。

　

　

　

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数（名） 47

（注） 臨時従業員の平均雇用人員は、臨時従業員総数が従業員数の100分の10未満のため記載を省略しておりま

 す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高（千円）

建設事業 558,874

合計 558,874

（注）１　金額は、工事原価によっております。
 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ３　前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成して

いるため、前年同四半期との比較につきましては記載しておりません。

　

　

　

(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高（千円） 受注残高（千円）

建設事業 850,768 2,404,031

不動産事業 142,309 130,000

合計 993,077 2,534,031

（注）１　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 ２　建設事業の受注高につきましては、事業環境の変化により、相手先からのキャンセルによる期首受注

 残高の減額分も含みます。

 ３　前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成して

いるため、前年同四半期との比較につきましては記載しておりません。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高（千円）

建設事業 609,591

不動産事業 12,309

不動産賃貸事業 231,718

その他 3,832

合計 857,451

（注）１　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第２四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％）

京都府長岡京市内個人顧客 129,780 15.1

有限会社　Ｓ．Ｓ開発 58,392 6.8

甲西高周波工業　株式会社 32,359 3.7

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３　前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成して

いるため、前年同四半期との比較につきましては記載しておりません。

　

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性がある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　

　
　

　

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　
（1） 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、景気回復の兆しが見られるものの、雇用状況、所

得環境の低迷から、個人消費の回復までには至りませんでした。企業においても依然として積極的な設

備投資が見られず、厳しい経済状況でありました。

建設業界におきましては、建設市場の低迷が続き、同業者間の競争激化を背景にした受注獲得は引き

続き厳しさを増しており、経営環境は誠に厳しいものとなっておりました。

当社グループにおきましても、京都市内の貸家新設着工件数が前年同期に比べて下回る中で、賃貸マ

ンション市場での厳しい営業競争を強いられております。

このような状況のもとで、業績につきましては売上高は857百万円、利益面については営業損失72百

万円、経常損失82百万円、四半期純損失97百万円となりました。

なお、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務

諸表を作成しておりますので、前第２四半期連結会計期間の連結業績については記載しておりません。

　
事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（建設事業）

建設事業につきましては売上高609百万円、セグメント損失14百万円となりました。

　

（不動産事業）

不動産事業につきましては売上高12百万円、セグメント損失25百万円となりました。

　

（不動産賃貸事業）

不動産賃貸事業につきましては売上高231百万円、セグメント利益18百万円となりました。

　

（その他事業）

その他事業につきましては売上高３百万円、セグメント利益２百万円となりました。
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（2） 財政状態の分析

（資　産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて19.1％減少し、1,912百万円となりました。これは、完成工事

未収入金が91百万円増加しましたが、現金及び預金が467百万円、販売用不動産が37百万円それぞれ減

少したことなどによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて1.3％増加し、2,225百万円となりました。これは、有形固定資

産が23百万円増加したことなどによります。

　この結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて9.3％減少し、4,138百万円となりました。

　

（負　債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて12.6％減少し、1,228百万円となりました。これは、工事未払

金が89百万円、短期借入金が81百万円、未払法人税等が49百万円それぞれ減少したことなどによりま

す。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて2.9％減少し、2,071百万円となりました。これは、減少資産除

去債務が98百万円、繰延税金負債が27百万円増加しましたが、長期借入金が123百万円したことなどに

よります。

　この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて6.8％減少し、3,300百万円となりました。

　

（純資産）

純資産合計は、前連結会計年度末に比べて17.9％減少し、837百万円となりました。これは、利益剰余

金が183百万円減少したことによります。

　
　

　

（3） キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べて

14百万円減少し、428百万円となりました。

なお、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務

諸表を作成しておりますので、前第２四半期連結会計期間の連結業績については記載しておりません。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは119百万円の増加となりました。

　その主な内訳は、未成工事受入金の増加が64百万円などにより資金増加となりました。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは１百万円の増加となりました。

　その主な内訳は、定期預金の払戻による収入が５百万円、定期預金の預入による支出が２百万円、有形

固定資産取得による支出が１百万円などにより資金増加となりました。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは134百万円の減少となりました。

　その主な内訳は、長期借入れの返済が79百万円、社債の償還による支出が55百万円などにより資金減

少となりました。
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（4） 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　
　

　

（5） 研究開発活動

　該当事項はありません。

　
　

　

（6） 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境は、大変厳しいものであります。景気悪化に伴う新築着工件数の

減少、地価の下落など、これらは売上の減少に重要な影響を与える要因となっております。

　当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、地域に密着した事業活動により培われ

たノウハウを提供することによって既存営業ルートはもちろん、新規営業ルートへのアプローチを

もって販売チャネルを広げることにより受注確保を図ってまいります。

　さらに、地域に密着した事業活動によるエリアマーケティングをもって採算性の合う用地の仕入れ

及び利益率の低下を抑えるために徹底したコスト低減を図ってまいります。　　　　

　
　

　

（7） 経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループの経営陣は、現在の事業環境に沿った経営方針を立てておりますが、その環境は不安

定であり、当社の取り巻く環境は厳しさを増すものと考えております。

　今後も引き続き、事業環境の変化に合わせて、硬直化させることのない弾力的な経営方針を立て、当

該方針に基づいた経営戦略を打ち出して事業展開を図ってまいります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更並びに重

要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり

ません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000

計 40,000

　
　

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成22年９月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成22年11月15日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,300 12,300
大阪証券取引所
（ヘラクレス）

単元株制度を採用してお
りません。

計 12,300 12,300 ― ―

（注）提出日現在の発行数には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

　なお、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）は、同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場とともに、新たに開設

された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、平成22年10月12日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（グロー

ス）に上場となっております。

　
　

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　
　

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　 該当事項はありません。

　

　

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年９月30日 ─ 12,300 ─ 260,782 ─ 226,282

　
　

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)
 

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

兼 近 朱 美 京都市左京区 1,960 15.93

宮 本 美 恵 子 京都市左京区 1,824 14.82

有限会社 エルフ 京都市左京区松ヶ崎御所ノ内町６番４ 1,400 11.38

大阪中小企業投資育成 株式会社 大阪市北区中之島３丁目３番23号 1,320 10.73

株式会社 シード（自己株式） 京都市山科区椥辻中在家町８番地１ 920 7.47

白 鳥 康 一 栃木県真岡市 555 4.51

三 木 潤 一 奈良県奈良市 212 1.72

松井証券 株式会社 東京都千代田区麹町１丁目４ 201 1.63

村 岡 克 彦 滋賀県大津市 168 1.36

シード従業員持株会 京都市山科区椥辻中在家町８番地１ 129 1.04

計 ― 8,689 70.64
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─ ― ─

議決権制限株式（自己株式等） ─ ― ─

議決権制限株式（その他） ─ ─ ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）　　
 普通株式　 　920

― ─

完全議決権株式（その他） 普通株式　11,380 11,380 ─

単元未満株式 ─ ― ─

発行済株式総数 12,300 ― ―

総株主の議決権 ― 11,380 ―

　

　

② 【自己株式等】

平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
株式会社シード

京都市山科区椥辻中在家
町８番地１

920 ─ 920 7.47

計 ― 920 ─ 920 7.47

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

最高（円） 40,500 40,450 38,000 36,500 34,000 33,700

最低（円） 26,500 29,000 30,300 29,600 29,500 27,500

（注）最高・最低株価は、大阪証券取引所（ヘラクレス）におけるものであります。

　なお、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）は、同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場とともに、新たに開設

された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、平成22年10月12日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（グロー

ス）に上場となっております。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

当社は、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸

表を作成しているため、前第２四半期連結会計期間及び前第２四半期連結累計期間の四半期連結損益計算

書並びに前第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書は記載しておりません。その

ため、前第２四半期会計期間及び前第２四半期累計期間の四半期損益計算書並びに前第２四半期累計期間

の四半期キャッシュ・フロー計算書を併記しております。

なお、当該四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書は、「四半期財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63号）に基づいて作成しております。

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期会計期間(平成21年７月１日か

ら平成21年９月30日まで)及び前第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当

第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につい

て、清友監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 467,667 935,604

受取手形・完成工事未収入金等 282,257 187,968

販売用不動産 857,951 895,736

未成工事支出金 15,491 54,740

仕掛販売用不動産 232,195 244,000

原材料及び貯蔵品 － 61

その他 58,554 49,303

貸倒引当金 △1,702 △1,143

流動資産合計 1,912,416 2,366,272

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,565,986 1,540,576

その他（純額） 342,196 343,621

有形固定資産計 ※
 1,908,183 1,884,197

無形固定資産 6,439 6,789

投資その他の資産

その他 319,045 313,234

貸倒引当金 △8,032 △8,032

投資その他の資産計 311,013 305,202

固定資産合計 2,225,635 2,196,188

資産合計 4,138,051 4,562,460

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 181,211 270,316

短期借入金 500,000 500,000

1年内返済予定の長期借入金 254,509 336,175

1年内償還予定の社債 110,000 110,000

未払法人税等 1,267 50,836

賞与引当金 5,235 10,512

工事損失引当金 14,155 －

その他 162,345 128,471

流動負債合計 1,228,725 1,406,312

固定負債

社債 705,000 760,000

長期借入金 673,442 796,528

退職給付引当金 30,550 33,622

預り保証金 477,357 484,572

資産除去債務 98,372 －

その他 86,617 60,005

固定負債合計 2,071,339 2,134,727

負債合計 3,300,064 3,541,039
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 260,782 260,782

資本剰余金 226,282 226,282

利益剰余金 385,883 569,317

自己株式 △34,960 △34,960

株主資本合計 837,987 1,021,421

純資産合計 837,987 1,021,421

負債純資産合計 4,138,051 4,562,460

EDINET提出書類

株式会社シード(E00302)

四半期報告書

15/35



(2)【四半期連結損益計算書】
【当第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 1,673,702

売上原価 1,512,447

売上総利益 161,254

販売費及び一般管理費 ※
 276,545

営業損失（△） △115,290

営業外収益

受取利息 175

受取手数料 769

受取保険金 325

その他 627

営業外収益合計 1,897

営業外費用

支払利息 19,577

その他 4,084

営業外費用合計 23,661

経常損失（△） △137,054

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 21,671

固定資産除却損 3,452

その他 281

特別損失合計 25,406

税金等調整前四半期純損失（△） △162,461

法人税、住民税及び事業税 714

法人税等調整額 20,258

法人税等合計 20,972

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △183,433

少数株主利益 －

四半期純損失（△） △183,433
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【前第２四半期累計期間】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 1,493,176

売上原価 1,373,755

売上総利益 119,420

販売費及び一般管理費 ※1
 221,052

営業損失（△） △101,631

営業外収益

受取利息 180

受取配当金 0

受取手数料 816

還付加算金 679

その他 1,141

営業外収益合計 2,817

営業外費用

支払利息 21,324

その他 4,211

営業外費用合計 25,535

経常損失（△） △124,348

特別利益

賞与引当金戻入額 3,443

店舗閉鎖損失引当金戻入額 4,000

前期損益修正益 －

その他 1,241

特別利益合計 8,685

特別損失

固定資産除却損 838

特別損失合計 838

税引前四半期純損失（△） △116,501

法人税、住民税及び事業税 697

過年度法人税等 △878

法人税等調整額 25,339

法人税等合計 25,158

四半期純損失（△） △141,659
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【当第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 857,451

売上原価 795,600

売上総利益 61,851

販売費及び一般管理費 ※
 134,096

営業損失（△） △72,244

営業外収益

受取利息 114

受取手数料 381

その他 376

営業外収益合計 872

営業外費用

支払利息 9,137

その他 2,306

営業外費用合計 11,443

経常損失（△） △82,815

特別利益

貸倒引当金戻入額 △36

特別利益合計 △36

特別損失

固定資産除却損 3,452

その他 281

特別損失合計 3,734

税金等調整前四半期純損失（△） △86,586

法人税、住民税及び事業税 △1,605

法人税等調整額 12,475

法人税等合計 10,870

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △97,456

少数株主利益 －

四半期純損失（△） △97,456
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【前第２四半期会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 677,637

売上原価 582,937

売上総利益 94,699

販売費及び一般管理費 ※
 105,480

営業損失（△） △10,780

営業外収益

受取利息 118

受取手数料 406

還付加算金 679

その他 683

営業外収益合計 1,887

営業外費用

支払利息 10,629

その他 2,692

営業外費用合計 13,322

経常損失（△） △22,215

特別利益

店舗閉鎖損失引当金戻入額 －

貸倒引当金戻入額 210

その他 －

特別利益合計 210

特別損失

固定資産除却損 838

特別損失合計 838

税引前四半期純損失（△） △22,843

法人税、住民税及び事業税 360

過年度法人税等 △878

法人税等調整額 25,035

法人税等合計 24,517

四半期純損失（△） △47,360
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
【当第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △162,461

減価償却費 70,497

貸倒引当金の増減額（△は減少） 559

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,277

退職給付引当金の増減額（△は減少） △3,071

工事損失引当金の増減額（△は減少） 14,155

受取利息及び受取配当金 △175

支払利息 19,577

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 21,671

固定資産除却損 3,452

売上債権の増減額（△は増加） △94,289

たな卸資産の増減額（△は増加） 81,551

差入保証金の増減額（△は増加） △1,272

仕入債務の増減額（△は減少） △93,466

未払消費税等の増減額（△は減少） △15,433

未成工事受入金の増減額（△は減少） 74,799

預り保証金の増減額（△は減少） △9,055

その他 △20,355

小計 △118,592

利息及び配当金の受取額 155

利息の支払額 △17,407

法人税等の支払額 △50,377

営業活動によるキャッシュ・フロー △186,222

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △17,239

無形固定資産の取得による支出 △746

定期預金の預入による支出 △3,978

定期預金の払戻による収入 5,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,964

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 1,100,000

短期借入金の返済による支出 △1,100,000

長期借入金の返済による支出 △204,752

社債の償還による支出 △55,000

配当金の支払額 △16

財務活動によるキャッシュ・フロー △259,768

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △462,954

現金及び現金同等物の期首残高 891,754

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 428,799
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【前第２四半期累計期間】
(単位：千円)

前第２四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △116,501

減価償却費 73,975

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,108

賞与引当金の増減額（△は減少） △8,125

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,500

工事損失引当金の増減額（△は減少） 4,228

受取利息及び受取配当金 △181

支払利息 21,324

店舗閉鎖損失引当金戻入額 △4,000

たな卸資産評価損 －

固定資産除却損 838

売上債権の増減額（△は増加） 105,829

たな卸資産の増減額（△は増加） 471,178

未収消費税等の増減額（△は増加） －

差入保証金の増減額（△は増加） △99,180

仕入債務の増減額（△は減少） △204,020

未払消費税等の増減額（△は減少） △33,234

未成工事受入金の増減額（△は減少） 13,215

預り保証金の増減額（△は減少） △7,429

その他 △40,524

小計 179,783

利息及び配当金の受取額 123

利息の支払額 △20,487

法人税等の支払額 △96

法人税等の還付額 23,037

営業活動によるキャッシュ・フロー 182,360

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,752

有形固定資産の売却による収入 2,649

無形固定資産の取得による支出 △344

定期預金の預入による支出 △40,935

定期預金の払戻による収入 17,000

その他 3,058

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,322

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 530,000

短期借入金の返済による支出 △530,000

長期借入れによる収入 80,000

長期借入金の返済による支出 △147,134

社債の償還による支出 △30,000

配当金の支払額 △68

財務活動によるキャッシュ・フロー △97,202

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 64,835

現金及び現金同等物の期首残高 729,610

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 794,445
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　
　

　
　
　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

会計処理基準に関する事項の変更 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平

成20年３月31日)を適用しております。

これにより、営業損失及び経常損失は3,212千円、税金等調整前四

半期純損失は24,884千円それぞれ増加しております。また、当会計基

準等の適用開始による資産除去債務の変動額は98,372千円でありま

す。

　
　

　
　
　

【表示方法の変更】

　　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　　該当事項はありません。

　
　

　

　
　
【簡便な会計処理】

　　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　　該当事項はありません。

　
　
　

　

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　　該当事項はありません。

　
　

　

　
　
【追加情報】

　　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）
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　　該当事項はありません。

　
　

　
　
【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)
　

当第２四半期連結会計期間末
（平成22年９月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額　　557,365千円 　　有形固定資産の減価償却累計額　　　501,718千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　役員報酬　　　　　　　　17,880千円

　　　従業員給料及び手当　　 109,531千円

　　　法定福利費　　　　　　　17,504千円

　　　通信交通費　　　　　　　17,407千円

　　　地代家賃　　　　　　　　17,586千円

　　　租税公課　　　　　　　　10,383千円

　　　管理諸費　　　　　　　　31,181千円
　

前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成

しているため、前第２四半期連結累計期間の（四半期連結損益計算書関係）注記は記載しておりません。

なお、前第２四半期累計期間における（四半期損益計算書関係）注記は、下記の通りであります。

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　役員報酬　　　　　　　 13,585千円

　　　　従業員給料及び手当　　 67,149千円

　　　　法定福利費　　　　　　 10,185千円

　　　　賞与引当金繰入額　　　　8,212千円

　　　　支払手数料　　　　　　 22,103千円

　　　　減価償却費　　　　　　  8,654千円

　　　　地代家賃　　　　　　　 16,983千円

　　　　租税公課　　　　　　　　8,568千円

　　　　管理諸費　　　　　　 　28,349千円
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第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

※　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　役員報酬　　　　　　　　8,790千円

　　　従業員給料及び手当　　 53,795千円

　　　法定福利費　　　　　　　8,874千円

　　　通信交通費　　　　　　　8,395千円

　　　支払手数料　　　　　　　7,588千円

　　　地代家賃　　　　　　　　8,821千円

　　　管理諸費　　　　　　 　14,808千円
　

前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成

しているため、前第２四半期連結会計期間の（四半期連結損益計算書関係）注記は記載しておりません。

なお、前第２四半期会計期間における（四半期損益計算書関係）注記は、下記の通りであります。

前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　役員報酬　　　　　　　  7,125千円

　　　　従業員給料及び手当　　 31,703千円

　　　　法定福利費　　　　　　　4,254千円

　　　　賞与引当金繰入額　　　　2,737千円

　　　　接待交際費　　　　　　　3,754千円

　　　　支払手数料　　　　　　　8,267千円

　　　　減価償却費　　　　　　  4,391千円

　　　　地代家賃　　　　　　　　9,111千円

　　　　租税公課　　　　　　　　4,016千円

　　　　管理諸費　　　　　　 　16,235千円
　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※  現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間末残高と

当第２四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

(平成22年９月30日現在)

現金及び預金 467,667千円

預入期間が３か月超の定期預金 △38,868 〃

現金及び現金同等物 428,799千円
　

前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成

しているため、前第２四半期連結累計期間の（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）注記は記載し

ておりません。

なお、前第２四半期累計期間における（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）注記は、次のとおりであ

ります。

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 853,224千円

預入期間が３か月超の定期預金 △58,779 〃

現金及び現金同等物 794,445千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 12,300

　

　

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 920

　

　

　

３  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

　

　

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

　

　

４  株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に建設事業・不動産事業・不動産賃貸事業の本部を置き、それぞれについて戦略を立案し事

業活動を行っています。

したがって、当社は、当該本部を基礎としたセグメントから構成されており、「建設事業」「不動産事

業」「不動産賃貸事業」の３つを報告セグメントとしています。

「建設事業」は主に集合住宅の施工、「不動産事業」は不動産売買、「不動産賃貸事業」は保有不動産等

の賃貸物件による管理業務、「その他事業」は飲食業等を行っております。
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２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計

建設事業 不動産事業
不動産賃貸
事業

その他事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,134,88465,546463,719 9,5511,673,7021,673,702

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － － －

計 1,134,88465,546463,719 9,5511,673,7021,673,702

セグメント利益又は損失(△) △ 25,557△ 17,40430,426 5,552△ 6,983△ 6,983

　

　

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント

合計

建設事業 不動産事業
不動産賃貸
事業

その他事業 計

売上高 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 609,59112,309231,718 3,832 857,451857,451

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

－ － － － － －

計 609,59112,309231,718 3,832 857,451857,451

セグメント利益又は損失(△) △ 14,208△ 25,09418,409 2,081△ 18,812△ 18,812
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 △ 6,983

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 －

全社費用(注) △ 108,307

棚卸資産の調整額 －

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △ 115,290

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 △ 18,812

「その他」の区分の利益 －

セグメント間取引消去 －

全社費用(注) △ 53,432

棚卸資産の調整額 －

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △ 72,244

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

４  報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

　

なお、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を

作成しているため、第17期第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の（セグメント情報）注記

は記載しておりません。
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(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動がありません。

　

　

　

(有価証券関係)

　該当事項はありません。

　

　

　

(デリバティブ関係)

該当事項はありません。

　

　

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

　

　

(資産除去債務関係)

資産除去債務の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動が認められません。

　

　

　

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著し

い変動が認められません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 73,636円
　

　 　

　 89,755円
　

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 837,987 1,021,421

普通株式に係る純資産額(千円) 837,987 1,021,421

差額の主な内訳(千円) 　 　

  新株予約権 － －

  少数株主持分 － －

普通株式の発行済株式数(株) 12,300 12,300

普通株式の自己株式数(株) 920 920

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株) 11,380 11,380

　

２  １株当たり四半期純利益金額等

当第２四半期連結累計期間

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △ 16,118円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益額については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(千円) 183,433

普通株式に係る四半期純損失(千円) 183,433

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式の期中平均株式数(株) 11,380

　

前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成

しているため、前第２四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額は記載しておりません。

なお、前第２四半期累計期間における１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額は、次のとおりであります。
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　　前第２四半期累計期間

前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △ 12,448円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －　円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純損失（△）（千円） △ 141,659

普通株式に係る四半期純損失（△）（千円） △ 141,659

普通株式の期中平均株式数（株） 11,380

　

当第２四半期連結会計期間

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △ 8,563円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △ 97,456

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △ 97,456

普通株式の期中平均株式数(株) 11,380

　
前連結会計年度の第４四半期連結会計期間及び第４四半期連結累計期間から四半期連結財務諸表を作成

しているため、前第２四半期連結会計期間の１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益金額は記載しておりません。

なお、前第２四半期会計期間における１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益金額は、次のとおりであります。
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前第２四半期会計期間

前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

１株当たり四半期純損失（△） △ 4,161円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第２四半期会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △ 47,360

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △ 47,360

普通株式の期中平均株式数(株) 11,380

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

　

　

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

　

　

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月13日

株式会社シード

取締役会  御中

　

清友監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    平    岡    彰    信    印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    中    野    雄    介    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シードの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第17期事業年度の第２四半期会計期間(平成21

年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シードの平成21年９月30日現在の財政状態、同

日をもって終了する第２四半期会計期間及び第２四半期累計期間の経営成績並びに第２四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月15日

株式会社シード

取締役会  御中

　

清 友 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士   中　　野　　雄　　介     ㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士   小　　西　　一　　成     ㊞

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社シードの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成

22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半

期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社シード及び連結子会社の平成22年９

月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営

成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項

がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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